
１．はじめに

泥炭性軟弱地盤とは、泥炭層の下に柔らかい粘土

層が厚く堆積した地盤であり、一般的な軟弱粘性土

地盤よりも圧縮性が高く、せん断強さが小さい特性

を持つ。このため、掘削や盛土等により現地盤に適

した施工管理を実施せず地盤の安定状態を乱すと、

掘削底面の隆起や法面の側方移動などの大きな変状

が容易に発生し、さらに地盤が安定するまで継続す

ることになる。

当工事は、上記に述べた泥炭性軟弱地盤に位置す

る堤内排水路を、築堤の丘陵堤化に伴い移設するも

のであり、施工に際しては、既設排水路の埋め戻し

に伴う新設排水路底面の隆起や法面の側方変位等の

変状に留意する必要があった。

なお、当現場の土質性状は表―１に示す通り、泥

炭の含水比は一般的な粘性土の約５倍となっている。

また、水の単位体積重量（γ＝９．８［ｋＮ／ｍ３］）と

ほぼ等しい値であることから、含水量が非常に多い

地盤であることがわかる。

工事概要

工事名 ：十勝川改修工事の内統内築堤工事

発注者 ：北海道開発局 帯広開発建設部

請負者 ：西江・野田・大道経常建設共同企業体

工事場所：北海道幕別町新川地区

工 期 ：平成１８年５月１９日～

平成１８年１２月２５日

工事内容：十勝川統内築堤の丘陵堤化に伴う

堤内排水の移設（施工延長＝２．５km、掘

削断面積＝１９ｍ２、埋戻し断面積＝１７ｍ２）
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表―１ 土質定数
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写真―１ 施工状況
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２．課 題

図―１に示す通り、堤内排水路の移設工事は全て

泥炭性軟弱地盤の中で行うことになる。このため、

施工に際しては、地盤安定対策を実施する必要があ

った。

しかしながら、本条件下に類似した施工事例は少

なく、また、効果的な施工管理方法などの事例報告

も少ない。このため、当現場に適した地盤安定対策

（施工管理・施工方法の工夫等）を策定する必要が

あった。

なお、対策コストの抑制という観点から、土質改

良などのコスト増加に繋がる対策は採用せず、施工

方法の工夫（埋戻し速度の調整）により地盤変状の

発生を抑制させることとした。

３．対応策

３．１ 試験施工の実施

泥炭性軟弱地盤において盛土を行う場合、施工中

の盛土の変形は、盛土速度に大きく関係することが

明らかにされている１）。

この関係に基づき、現地盤の変形特性を把握する

ための試験施工を実施し、地盤安定対策の検討（埋

戻し速度の決定、安定管理基準値の策定）を行った。

� 試験施工の概要

試験施工は、新堤内排水路の掘削時に発生した底

面隆起が大きかった、Ｌ＝８０ｍ（４０ｍ＋４０ｍ）区間

で行った。

図―１ 土質・完成形横断図

図―２ 動態観測計器配置図

表―２ 動態観測方法・観測頻度
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試験概要を以下に述べる。

（ａ）埋戻しパターンは、�１～２層／日（タイプ

Ａ）、� ８層／日（タイプＢ）の２パターンとし、

埋戻し速度を変化させた。埋戻し厚は共に３０ｃｍで

ある。なお、埋戻し速度は掘削時の地盤変動状況と

参考文献１）を参考に定めた。

（ｂ）観測態勢方法と観測頻度は、図―２及び表―２

に示す通りである。

� 試験結果

（ａ）水平変位計測

伸縮計については、７層目まで大きな差は現れて

いないが、８層目からタイプＢの測定値が約－１００

ｍｍと、タイプＡと比較して約－２０ｍｍ小さくなっ

ている。これは急速な埋戻しにより境界部の側方移

動が発生したためと考えられる。

なお、光波測量については、タイプＡが伸縮計と

ほぼ同じ測定結果を示しているのに対し、タイプＢ

は大きく異なっている。これは変位杭の根入れが伸

縮計よりも短いため、杭の上部が押されて若干傾い

たものと推測できる。このため、タイプＢの光波測

量結果は採用しない（図―３�、�）。

図―３� タイプA（１～２層／日）動態観察

図―３� タイプB（８層／日）動態観察結果
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（ｂ）垂直変位計測

タイプＡでは、７層目の埋戻し以降から隆起量が

若干大きくなっているが、全体的には穏やかな増加

を示していることから、現地盤が安定していること

がわかる。

また、Ｒ側・Ｌ側に対して、ＣＬの変位増加が最

も大きくなっていることから、埋戻しによる地盤沈

下の回り込みの影響が見られる。ただし、Ｒ側・Ｌ

側の変位増加はほぼ規格値内に収まっており、掘削

法尻の変動は小さいことがわかる。

タイプＢについては、６層目の埋戻し以降から沈

下量が著しく増加しており、全ての測定位置におい

て、タイプＡの約２倍の変位量を示している。埋戻

し終了３日後には地盤の変動はほぼ終息しているが、

ＣＬにおいては最大２０cm以上の変位が、Ｌ側・Ｒ

側においても１０cm程度の変位が発生していること

から、急速な埋戻しを原因とする地盤沈下の回り込

みが、掘削底面全体に影響したことがわかる。

（ｃ）沈下板

沈下板計測は、沈下板の設置位置の関係からタイ

プＢのみ計測が可能であった。

Ｒ側の沈下量がＬ側の約２倍となっていることか

ら、地盤沈下とともに側方変位も発生していること

がわかる。また、（ｂ）と同様に６層目以降から著

しく沈下量が増大しており、既設堤内排水路の地盤

沈下が、即座に新設堤内排水路の底面を隆起させて

いることがわかる。これから、地盤沈下と底面隆起

は密接に関係していると言える。そこで、タイプＢ

の測定結果に基づき、計測できなかったタイプＡの

沈下量を推定した場合、タイプＢで計測したＲ側の

沈下量とＣＬの隆起量がほぼ等しいことから、Ｒ側

では約１００ｍｍ、Ｌ側では約５０ｍｍの沈下が発生し

ていると推定できる。

これより、タイプＡにおいても、タイプＢよりは

小さいが、若干の側方変位が発生していることがわ

かる。

３．２ 地盤安定対策

試験施工の結果から、当現場では以下に示す地盤

安定対策を実施することにした。

� 埋戻し速度を、地盤変動が小さいタイプＡ（１

～２層／日）とする。

� 施工時の安定管理基準値として以下に示す基準

値を用い、超過した場合は施工を一時中断し観測

態勢や施工方法の再検討を行うこととする。

（ａ）法肩の水平変位速度

タイプＡの試験結果に基づき、２～３cm／ｄａ

ｙとする。なお、参考文献１）の目標値（２cm／

ｄａｙ）よりも若干大きいが、すべり破壊が見られ

ず地盤の安定度も高いことから問題は無いと考え

た。）

（ｂ）掘削底面の垂直変位速度

タイプＡの試験結果に基づき、５cm／ｄａｙと

する。

４．おわりに

上記で策定した地盤安定対策に基づき施工を行っ

た結果、新設堤内排水路の再掘削が必要となる箇所

は若干発生したが、土質改良などの工事コスト増と

なる対策を採用せず、埋戻し速度の調整のみで、現

場を終了させることができた。なお、再掘削が必要

となったことから、�試験施工の条件設定（埋戻し

速度の調整、埋戻し厚の低減等）の再検討、�地盤

変動が大きい位置での、部分的な土質改良の実施と

効果の確認が、今後の課題として挙げられる

北海道には泥炭性軟弱地盤が広く分布しているた

め、地盤沈下や側方移動等の地盤安定対策が必要と

なることが多い。各現場における地盤条件に適切に

対応し、施工方法や管理基準値などを策定・実施す

ることが、工事コストの抑制だけでなく、品質の向

上に繋がるものと考えている。

参考文献

１）泥炭性軟弱地盤における河川堤防の設計・施工

指針－�北海道開発協会
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